
事業番号 - - -

（ ）
事業名 ネット同時配信時代におけるコンテンツ権利処理円滑化事業 担当部局庁 情報流通行政局 作成責任者

事業開始年度 令和2年度
事業終了

（予定）年度
令和3年度 担当課室

2022 総務 21 0087

令和4年度行政事業レビューシート 総務省

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

放送のインターネット同時配信の本格化等に備え、コンテンツに係る権利処理を迅速かつ円滑に行うことができる環境整備を進める。

情報通信作品振興課 課長　井田　俊輔

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第4条第1項第59号

関係する
計画、通知等

「規制改革実施計画」（令和２年７月17日閣議決定）
「規制改革推進に関する答申」（令和２年７月２日規制改革推
進会議決定）
「知的財産推進計画２０２０」（知的財産戦略本部決定）
「成長戦略フォローアップ」（令和元年６月21日閣議決定）

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 - 104 104 - -

補正予算 -

- - - - -

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

放送事業者、番組製作会社、音効会社、コンテンツ配信事業者等が、アウトサイダー（著作権等管理事業者が著作権等を管理していない権利者をいう。以下
同じ。）の楽曲をコンテンツに利用する際、当該アウトサイダーの特定から許諾交渉、使用料決済までを一体的に処理することを可能とする共通権利処理シス
テムを設計・構築し、当該システムの実証を行う。また、同時配信等される放送番組における音楽著作権、映像実演家（俳優、タレント等）の権利並びにレコー
ドに係る権利（実演及び原盤）について、ブロックチェーン技術やAIによる画像認識技術を活用しつつ、出演履歴、楽曲使用履歴及び動画再生回数に基づい
て使用頻度等を正確に算出することで、正確なデータに基づく円滑な権利処理及び権利者への適正な対価の還元を実現する実証を行う。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 0 102 84

計 0 104 104 0 0

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

- - - -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- 98% 81%

執行率（％） - 98% 81%

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 - -

活動内容
（アクティビ

ティ）

放送事業者、番組製作会社、音効会社、コンテンツ配信事業者等が、アウトサイダーの楽曲をコンテンツに利用する際、当該アウトサイダーの
特定から許諾交渉、使用料決済までを一体的に処理することを可能とする共通権利処理システムを設計・構築し、当該システムの実証を行う。

音楽分野における権利情
報データベースやブロック
チェーン技術等を活用し、
共通権利処理システムを
整備する。

共通権利処理システムに
登録等されたアウトサイ
ダーの楽曲の数

活動実績 曲 - 353,693

1
令和３年度までに共通権利
処理システムを整備する。

共通権利処理システムの
整備の件数

成果実績 - 0.5

達成度 ％ -

年度

0.5 1 -

楽曲の登録等に要した費用／共通権利処理システムに
登録等されたアウトサイダーの楽曲の数

- 0.8 - -

計算式

353,693 - -

当初見込み 曲 - 500 353,693 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 円

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

- -

年度 3

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　円/曲 - 293,000/353,693

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

1 - 1

目標値 -

100 100 - 100



2．情報通信技術高度利活用の推進

-

活動内容
（アクティビ

ティ）

同時配信等される放送番組における音楽著作権、映像実演家（俳優、タレント等）の権利並びにレコードに係る権利（実演及び原盤）について、
ブロックチェーン技術やAIによる画像認識技術を活用しつつ、出演履歴、楽曲使用履歴及び動画再生回数に基づいて使用頻度等を正確に算
出することで、正確なデータに基づく円滑な権利処理及び権利者への適正な対価の還元を実現する実証を行う。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

令和3年度 4年度活動見込

当初見込み 個 - - 100 - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

共通権利処理システムの
整備を整備する。

共通権利処理システムと連
携する権利者等ID数

活動実績 個 - -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

- 0.5

1,200 - -

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 3 年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「成長戦略フォローアップ」Ⅰ．１．（２） ii) ①ウ）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

-

計算式 　　円/個 - - 24120/1200 -

権利者等IDの連携に要した費用／共通権利処理システ
ムと連携する権利者等ID数

単位当たり
コスト 円 - - 20.1

1 - 1

目標値 1 - 1
令和３年度までに共通権利
処理システムを整備する。

共通権利処理システムの
整備の件数

達成度 ％ - 100 100 - 100

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「成長戦略フォローアップ」Ⅰ．１．（２） ii) ①ウ）

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.soumu.go.jp/main_content/000766418.pdf

該当箇所 3ページ目

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 Ⅴ．情報通信（ICT施策）

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
請負先の選定に当たっては、一般競争入札を実施し、競争
性を確保した。なお、複数者に見積もりを依頼したが、人員
体制等を理由に応札を見送った者があったため、結果的に
一者応札となった案件があった。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
「成長戦略フォローアップ」、「知的財産推進計画」への記載
等、優先度の高い施策として位置づけられている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

共通権利処理システムの技術仕様書及び運用ガイドライン
を策定するためには、権利者団体、放送事業者等の利害の
調整が困難な関係者が実際に近い環境で実証実験を行い、
詳細な技術的要件や運用ルールについて合意することが求
められるため、国が実施する必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

令和２年４月から、NHKが放送の同時配信及び見逃し番組
配信（放送終了時刻から起算して７日間）を本格的に開始し
ており、また、令和３年10月以降、民放在京キー局において
も同時配信が順次開始されるなど、同時配信に係る権利処
理の迅速化・円滑化のための環境整備は喫緊の課題となっ
ており、本事業は目的の達成手段として必要かつ適切な事
業であり、優先度も高い事業である。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
仕様書の内容は、事業目的に即し真に必要なものに限定さ
れている。

○
本事業の成果を利用した事業の継続、新事業・サービスの
実施に当たっては、実施する民間企業等の経費負担による
こととしていることから、受益者との負担関係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
経費の積算に当たっては、事前に複数者から見積もりを入
手し、妥当な水準を確保している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
資金の流れの中間段階での支出については、より効率的に
事業を実施するために真に必要なものに限定している。

成果実績 - 0.5



- -

事業名事業番号

外部有識者の所見

点検対象外																																																	

行政事業レビュー推進チームの所見

終
了
予
定

令和３年度をもって事業終了。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
放送のインターネット同時配信が本格化する中、同時配信に係る権利処理の迅速化・円滑化のための環境整備は喫緊の課題となっており、本
事業はそうした目的の達成手段として必要な事業であるとともに、国が実施することが必要な事業である。また、本事業の中心となる調査の請
負を一般競争入札（総合評価方式）等により透明性を確保するなど、予算の執行を適切に実施しているものと認められる。

改善の
方向性

令和３年度をもって事業終了。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
一般競争入札により事業の調査請負先を選定することで、コ
スト削減に努めている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

成果物については、バイ・ドール条項を活用して、関係者に
おいて引き続き利用される予定であるほか、政策立案を行う
上で参考としている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○ 成果目標に対し、成果実績は順調な進捗を達成している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 活動実績は当初の見込みを達成している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

予
定
通
り

終
了

令和３年度をもって事業終了。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

令和3年度

令和2年度 総務省 新02 0009

00912021 総務 20

総務省 新32 0100



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

総務省
83.6百万円

A. エヌ・ティ・ティ・スマートコネクト株式会社
83.6百万円

請負【一般競争契約】（総合評価）

B. 株式会社メディ

アプラットフォーム

ラボ
25.3百万円

【再委託】

基礎情報データ

ベース構築の統括、

各種データ連携の

開発、導入等

映像実演分野における新たな権利処理の円滑化

方策に 関する調査研究

【再委託】 【再委託】

C. 東芝デジタルソ

リューションズ株式会

社
6.6百万円

D. 日本電気株式会

社
6.6百万円

E. 一般社団法人

アーティストコモン

ズ
13.2百万円

F. 株式会社TVer
9.9百万円

顔認識システムの

構築、導入、技術サ

ポート

顔認識システムの

構築、導入、技術サ

ポート

所有している権利

者等IDのデータ

ベースと実験環境

の接続等

所有している見逃し

配信PFと実験環境

の接続等

【再委託】 【再委託】

I. 日本電気航空宇

宙システム株式会

社
2.5百万円

G. 株式会社ネクス

トウェーブ
16.8百万円

基礎情報データ

ベース構築、 各種

データ連携の開発、

導入

H. NTTテクノクロス

株式会社
3.9百万円

ブロックチェーンシ

ステムのカスタマイ

ズ、評価等

顔認識システムの

構築、導入、技術サ

ポート

J. 株式会社HBA
1.8百万円

K.株式会社エンジョ

イ
0.7百万円

ブロックチェーンシ

ステムのカスタマイ

ズに当たって必要

なコーディング作業

等

ブロックチェーンシ

ステムのカスタマイ

ズに当たって必要

なコーディング作業

等

【再委託】 【再委託】 【再委託】

【再委託】

【再委託】



☑

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.エヌ・ティ・ティ・スマートコネクト株式会社 B.株式会社メディアプラットフォームラボ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費
映像実演分野における新たな権利処理の
円滑化方策に 関する調査研究に係る人件
費等

83.6 事業費
基礎情報データベース構築の統括、各種
データ連携の開発、導入等に係る人件費等

25.3

C.東芝デジタルソリューションズ株式会社 D.日本電気株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 83.6 計 25.3

事業者
顔認識システムの構築、導入、技術サポー
トに係る人件費等

6.6 事業者
顔認識システムの構築、導入、技術サポー
トに係る人件費等

6.6

E.一般社団法人アーティストコモンズ F. 株式会社Tver

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 6.6 計 6.6

事業者
所有している権利者等IDのデータベースと
実験環境の接続等に係る人件費等

13.2 事業者
所有している見逃し配信PFと実験環境の接
続等に係る人件費等

9.9

G.株式会社ネクストウェーブ H.NTTテクノクロス株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 13.2 計 9.9

事業者
基礎情報データベース構築、 各種データ連
携の開発、導入に係る人件費等

16.8 事業者
ブロックチェーンシステムのカスタマイズ、評
価等に係る人件費等

3.9

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

計 16.8 計 3.9

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
エヌ・ティ・ティ・ス
マートコネクト株式会
社

2120001094795
映像実演分野における新
たな権利処理の円滑化方
策に 関する調査研究

83.6
一般競争契約
（総合評価）

1 97.6％ -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社メディアプ
ラットフォームラボ

5120001171633
基礎情報データベース構
築の統括、各所データ連携
の開発、導入等

25.3 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
東芝デジタルソ
リューションズ株式会
社

7010401052137
顔認識システムの構築、導
入、技術サポート

6.6 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -1 日本電気株式会社 7010401022916
顔認識システムの構築、導
入、技術サポート

6.6 その他



E

F

G

H

☑

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人アー
ティストコモンズ

5010405017930
所有している権利者等IDの
データベースと実験環境の
接続等

13.2 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社ＴVｅｒ 5010401061239
所有している見逃し配信PF
と実験環境の接続等

9.9 その他 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社ネクスト
ウェーブ

8020001038476
基礎情報データベース構
築、 各種データ連携の開
発、導入

16.8 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

- - -1
NTTテクノクロス株式
会社

5010401056882
ブロックチェーンシステムの
カスタマイズ、評価等

3.9 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック



計 0.7 計 0

事業者
ブロックチェーンシステムのカスタマイズに
当たって必要なコーディング作業等に係る
人件費等

0.7 - - -

K.株式会社エンジョイ L.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2.5 計 1.8

顔認識システムの構築、導入、技術サポー
トに係る人件費等

2.5 事業者
ブロックチェーンシステムのカスタマイズに
当たって必要なコーディング作業等に係る
人件費等

1.8

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.日本電気航空宇宙システム株式会社 J.株式会社HBA

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業者



I

J

K

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社エンジョイ 4010001157173
ブロックチェーンシステムの
カスタマイズに当たって必
要なコーディング作業等

0.7 その他 -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社HBA 8430001022439
ブロックチェーンシステムの
カスタマイズに当たって必
要なコーディング作業等

1.8 その他 - - -

日本電気航空宇宙シ
ステム株式会社

6012401017070
顔認識システムの構築、導
入、技術サポート

2.5 その他 - - -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -
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